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長時間労働是正や処遇改善など、教職員の労働環境改善・充実を求める意見書（案） 
 
少子化やデジタル化など、急速に変化する社会の中で、未来を担う子どもたちを育てる

教師は、教育の質を左右する重要な役割を持つ、かけがえのない存在です。 
この間、熊本市においても「第 2 期学校改革！教職員の時間創造プログラム」に基づく

教師の働き方改革が積極的に取り組まれてきましたが、時間外勤務の実態は、目標値に全
く及ばない状況が続き、当面の目標として掲げられた過労死ラインと言われる 1 カ月の時
間外勤務 80 時間を超える教職員数は、目標値０人に対し、2022 年度 230 人も残されてい
ます。一方で、教職員の不足も深刻で、年度当初から担任教諭が配置できないクラスが数
十クラスあるという深刻な状況です。 
教職員をきちんと確保し、質の高い教育を子どもたちに提供していくためにも、今、学

校現場における教職員の長時間労働の是正や処遇の改善は待ったなしの状況です。 
 現在国では、中教審で、「令和の日本型学校教育」を担う質の高い教師の確保のための環
境整備に関する総合的な方策について検討が進められており、教師の勤務制度の改革を含
めた一層実効性のある働き方改革の推進、さらには、教職調整額及び超勤４項目の在り方
など、学校現場の状況や県費負担教職員制度等を踏まえた教師の給与や手当に関する枠組
みの見直しなどの議論が始まっています。 
 こうした処遇改善と併せて、教科担任制やチーム担任制などを含め、柔軟な学級編制や
地域・子どもの実態に応じた多様な学びを実現する教職員定数の抜本的な改善、不登校の
児童生徒や障害を持つ子どもなど、さまざまな困難を抱えた子どもたちへの丁寧な指導・
支援を行っていくための教員・支援スタッフの増員等、学校の指導・運営体制の充実につ
いて、一体的に進めることが必要です。 
 よって国におかれては、教職員の長時間勤務の状況の更なる改善をすすめ、教職員の意
欲や能力が最大限発揮できるような勤務環境を整備し、子どもの権利を最大限に尊重する
立場で、ひとりひとりの子どもたちの健やかな成長と学びが保障されるような教育現場が
実現できるように、長時間労働是正・給特法の改正を含む処遇改善・創造性豊かな教育活
動を実現する教職員定数の改善など、教職員の労働環境の改善・充実をすみやかに実施す
るよう求めるものです。 
 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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